
別 紙 
工事現場等における遠隔確認に関する試行要領 

 
１ 総則 
１−１ 目 的 

本試行要領は、県営土地改良事業等の工事現場等における監督職員等の施工段階
確認、材料検査、立会等（以下「立会等」という。）について、受注者が動画撮影
用カメラで撮影した映像と音声をWeb 会議システムにより監督職員等に配信し、双
方向通信により会話をしながら監督職員等がモニターで工事現場等の確認を行うも
の（以下「遠隔確認」という。）であり、この情報通信技術を活用して、受発注者
の業務効率化を図ることにより、働き方改革の促進と生産性向上を実現することを
目的とするものである。 

 
１−２ 適 用 

本試行要領は、土木工事共通仕様書及び施設機械工事等共通仕様書で定義する立
会等の遠隔確認に適用し、監督職員等が確認するのに十分な情報を得ることができ
る場合に通常の立会等に代えることができる。 

なお、動画撮影用カメラの活用は、立会等だけではなく設計図書と施工現場条件
の不一致の確認、工事事故時の早期報告及び受注者の創意工夫等の報告など受発注
者双方が積極的にその機能を活用する行為を妨げるものではない。 

 
２ 機器構成と仕様 

遠隔確認に使用する動画撮影用カメラは受注者が準備するものとし、Web 会議シ
ステムは沖縄県が使用可能なシステム※（以下「推奨システム」という。）を使用す
る。なお、受注者は動画撮影用カメラに推奨システムをインストールし運用するも
のとする。 

ただし、動画撮影用カメラを発注者側で準備している場合や推奨システムが現場
確認に適さない場合は、受発注者間の協議により使用する機器を定めるものとす
る。 
※ R６年３月時点では「Zoom」、「Cisco Webex Meetings」が使用可能。 

 
３ 遠隔確認の実施 
３−１ 施工計画書の提出 

遠隔確認の実施に当たっては、受注者は次の事項を施工計画書に記載して監督職
員の確認を受けなければならない。 
（１）適用種別 



本試行要領を適用する立会等の項目を記載する。 
（２）機器仕様 

本試行要領に基づき使用する動画撮影用カメラの機器と仕様を記載する。 
本試行要領を適用する立会等の実施時期・場所等を記載する。 

（３）実施時期・場所等 
本試行要領を適用する立会等の実施時期・場所等を記載する。 
 

３−２ 事前準備 
受注者は遠隔確認に先立ち、監督職員に工種、確認内容、確認希望日時等を記入

した立会願を提出しなければならない。 
なお、立会等の時間は、発注者の勤務時間内とする。ただし、監督職員がやむを

得ない理由があると認めた場合はこの限りではない。 
 

３−３ 遠隔確認の実施 
（１）資機材の確認 

受注者は、事前に監督職員等と使用する動画撮影用カメラ等の通信状況につい
て確認を行わなければならない。 

（２）確認箇所の把握 
受注者は、監督職員等が遠隔確認箇所の位置を把握するために映像により確認

箇所周辺の状況を伝えなければならない。 
（３）確認の実施 

受注者は、「工事名」、「工種」、「確認内容」、「設計値」、「測定値」な
どの必要な情報について適宜電子黒板等を用いて表示する。 

なお、受注者は必要な情報を冒頭で読み上げ、監督職員等から実施項目の確認
を得ること。確認終了時には、確認箇所の内容を読み上げ、監督職員等による結
果の確認を得ること。 

（４）結果の報告 
受注者は、監督職員から遠隔確認による施工段階確認を受けた場合、施工段階

確認簿をその都度作成して速やかに監督職員へ提出する。 
 

４ 遠隔確認の記録と保存 
受注者は、遠隔確認の映像と音声を配信するのみであり、記録と保存を行う必要

はない。 
ただし、現場技術員が遠隔確認を行った結果は、使用するパソコンにて遠隔確認

の映像（実施状況）を画面キャプチャ（パソコンの画面表示を静止画像として保
存）等で記録し、情報共有システム（ＡＳＰ）等を活用して監督職員に提出する。 



 
５ 留意事項 

遠隔確認の活用に際しては、以下に留意すること。 
（１）受注者は、被撮影者である当該工事現場の作業員に対して撮影の目的や用途

等を説明して承諾を得ること。 
（２）長時間動画用撮影カメラで撮影する場合、作業員のプライバシーを侵害する

音声情報が含まれる可能性があるため留意すること。 
（３）受注者は、施工現場外が可能な限り映り込まないように留意すること。 
（４）受注者は、原則映像を記録する必要はないが、公的でない建物の内部や人物

が意図せず映り込んでしまった場合は、記録映像から人物等を特定できないよ
うに必要な措置を行うこと。 

（５）動画撮影用カメラの使用は意識が対象物に集中し、足下への注意が薄れた
り、カメラの保持・操作のために両手が塞がることにより、転倒等の事故につ
ながる場合がある。そのため撮影しながら移動する場合は進行方向の段差・障
害物の有無を確認するなど、安全対策に留意すること。 

（６）電波状況等により遠隔確認が中断された場合の対応について、事前に受発注
者間で協議を行う。対応方法に関しては、確認箇所を画像・映像で記録したも
のをメール等の代替手段で共有し、監督職員等は机上確認することも可能とす
る。 

（７）本試行要領によりがたい場合は適宜受発注者間で協議すること。 
 

６ 工事現場における掲示の記載 
受注者は、下記の記載例を基に作成した掲示板を工事現場に設置して周辺住民の

理解に努めなければならない。 
記 載 例 

当現場は、遠隔確認活用実施工事であり、動画撮影用カメラによる撮影を行っ
ています。 

 
問合せ先：○〇工事責任者 現場代理人氏名、連絡先 

 
７ フォローアップ調査 

本試行要領に基づき実施した工事の受発注者を対象として、課題抽出やより効率
的な取組を行うためのフォローアップ調査の依頼があった場合は対応することとす
る。 

 
８ 積算 



（１）積算方法 
遠隔確認に使用する機器等は原則リースとし、その費用は工事実施に必要な施

工管理費用（技術管理費）として見積徴収して全て計上する。 
計上に当たっては、現場管理費率や一般管理費率による計算の対象外とするた

め「一括計上価格」とする。 
やむを得ず機器等の購入が必要な場合はその購入費に対して機器等の耐用年数

に使用期間割合を乗じた金額を計上する。また、受注者が所有する機器等を使用
する場合も同様とする。 

なお、発注者が所有する機器等を使用する場合は受発注者間で費用を協議する
こととし、追加で必要となる費用を計上する。 

（２）機器等の耐用年数 
代表的な機器等の耐用年数については表−１のとおりであるが、これによりが

たい場合は受発注者間で協議して決定する。 
表−１ 代表的な機器の耐用年数 

機器等の名称 耐用年数 
カメラ、ネットワークオペレーティングシステム、アプリケー
ションソフト  

５年 

ハブ、ルーター、リピーター、LAN ボード  10年 
※ 国税庁ホームページ公表資料から引用 

 
附則 
本試行要領は、令和６年４月１日より適用する。 


